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日銀金融政策決定会合（2026年3月）
市場予想通り政策金利を据え置き

2026年3月23日

植田日銀総裁は4月利上げの可能性を排除せず、中東情勢の影響を注視
日本銀行（以下、日銀）は3月18日～19日に金融政策決定会合を開催し、市場予想通り、政策金利の無

担保コールレート・オーバーナイト物を0.75％で据え置くことを決定しました。利上げを見送った背景に
は、昨年12月の利上げが国内経済・物価に与える影響を見極める必要があることに加え、米国・イスラエ
ルとイランの軍事衝突の行方が不透明な中、慎重姿勢を取らざるを得なかった点が挙げられます。

中東情勢の緊迫化を受けてホルムズ海峡の事実上の封鎖が続く中、北海ブレント原油先物価格は1バレ
ル＝110米ドル近辺で推移しており、高止まりが続いています。円安基調も相まって、エネルギー輸入依
存度の高い日本では、景気の下振れと物価上昇が同時に進行するスタグフレーションへの懸念が高まって
おり、先行きの日銀の金融政策運営に注目が集まっていました。

記者会見で植田総裁は、中東情勢の緊迫化以前には、基調物価が2％目標に向けて上昇していたとの認
識を示しました。そのうえで、中東情勢の緊迫化を受けて内外経済の不確実性が高まる中でも、先行きに
ついては従来の利上げ路線を維持する姿勢を示しています。また、企業の価格設定行動の積極化を背景に、
インフレ期待を通じて基調物価が上振れる可能性を指摘する委員が多かったことにも言及しました。次回
利上げの時期については、随時蓄積される本支店のヒアリングデータなどを踏まえて判断するとして明言
を避けたものの、4月会合での追加利上げの可能性を排除していない様子がうかがえます。

（出所）ブルームバーグ

市場が織り込む政策金利の水準
（%）

基調的なインフレ率を捕捉するための指標

（出所）日本銀行

（%） （円/米ドル）

※使用 ※直近値は2026年3月19日
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【ゆうちょ銀行からのお知らせ】

• 当資料は金融商品取引法に基づく開示書類ではありません。

• 投資信託の申し込みにあたっては、リスクや手数料等を含む商品内容が記載された重要情報シートならびに投資信託説明書
（交付目論見書）および一体となっている目論見書補完書面の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

• ゆうちょ銀行各店または投資信託取扱局の窓口での申し込みに際しては、重要情報シートならびに投資信託説明書
（交付目論見書）および一体となっている目論見書補完書面を、書面交付または電子交付しております。インターネットでの
申し込みに際しては、投資信託説明書（交付目論見書）および一体となっている目論見書補完書面を電子交付しております。

• 日本郵便株式会社は、株式会社ゆうちょ銀行から委託を受けて、投資信託の申し込みの媒介（金融商品仲介行為）を行います。
日本郵便株式会社は金融商品仲介行為に関して、株式会社ゆうちょ銀行の代理権を有していないとともに、お客さまから金銭
もしくは有価証券をお預かりしません。

その他の注意事項

投資信託に関するリスク
• 投資信託は、預金・貯金ではありません。また、投資信託は、元本および利回りの保証がない商品です。
• 投資信託は、国内外の株式や債券等を投資対象にしますので、組み入れた株式・債券等の価格変動、為替
の変動、発行者の信用状況の変化等により、損失が生じるおそれがあります。

投資信託に関する手数料等
• 投資信託の購入、保有、解約等にあたっては各種手数料等（購入時手数料、運用管理費用（信託報酬）、信託財産留保額等）
がかかります。また、その他費用として、監査報酬、有価証券売買手数料、組入資産の保管費用等がかかります。             
これらの手数料等の合計額は、各投資信託およびその購入金額等により異なるため、具体的な金額・計算方法を表示すること
はできません。
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